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行政監査の結果について 

 

 

地方自治法第１９９条第２項の規定に基づき行政監査を実施しましたので、同条第９

項の規定により、その結果について次のとおり報告書を提出（公表）します。 
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１ 監査の種類 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 199条第 2項の規定に基づく行政監査 

 

２ 監査のテーマ 

「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の設置及び管理状況について」 

 

３ 監査の目的 

自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という。）は、心電図を自動的に解析し、心室細

動等による心停止状態の心臓に電気ショックを与え、心臓の動きを正常なリズムに戻す

ための医療機器であり、平成 16年 7月に非医療従事者による使用が認められて以降、公

共施設など市民が多数集まる場所を中心に急速に普及し、本市においても、市役所本庁

舎をはじめ多くの施設に設置が進んでいる。 

一方、ＡＥＤは薬事法に規定された高度管理医療機器及び特定保守管理医療機器に指

定されており、適切な管理が行われなければ人の生命及び健康に重大な影響を与える恐

れがある医療機器である。 

そこで、ＡＥＤの設置から一定期間が経過し、機器の更新時期を迎える中、本市の施

設に設置されているＡＥＤの設置及び管理の状況を把握するとともに、その管理は適切

に行われているか、効果的に運用できる体制が整っているかなどを監査し、今後のＡＥ

Ｄの適切な管理・運用に資することを目的とする。 

 

４ 監査の期間 

平成 28年 10月 24日～平成 29年 3月 29日 

 

５ 監査の対象 

平成 28年 11月 1日（基準日）現在、指定管理者が管理を行う施設を含め市の施設に

設置されているＡＥＤを対象とした（市民病院や消防局等における救急活動に使用する

ＡＥＤは対象としていない）。 

 

６ 監査の方法 

ＡＥＤの設置及び管理に関する調書の提出を求め、監査の着眼点に基づき書類審査を

行うとともにＡＥＤが設置されている施設の一部について必要に応じて実地監査を行っ

た。 

【実地監査を行った部署及び施設】 

市役所本庁舎、市議会棟、国際交流会館、男女共同参画センターはあもにい、ふれ

あい文化センター、植木ふれあい文化センター、医療政策課、こころの健康センタ

ー、障がい者福祉相談所、西原公園児童館、勤労青少年ホーム、児童相談所、児童
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相談所一時保護所、健康センター新町分室、くまもと森都心プラザ、熊本競輪場、

桜の馬場 城彩苑、熊本市現代美術館、熊本市民会館（市民会館シアーズホーム夢ホ

ール）、熊本市総合体育館・青年会館、熊本市総合屋内プール、中央区役所、東区役

所、託麻総合出張所、秋津出張所、東部出張所、南区役所、城南総合出張所、幸田

総合出張所、南部出張所、富合ホール、火の君文化センター、北区役所、北部総合

出張所、清水総合出張所、龍田出張所、植木文化センター、中央消防署、広域防災

センター、健康教育課、熊本市立図書館、熊本博物館、塚原歴史民俗資料館、教育

相談室、必由館高等学校、千原台高等学校、藤園中学校、京陵中学校、湖東中学校、

託麻中学校、錦ヶ丘中学校、井芹中学校、龍田中学校、壺川小学校、碩台小学校、

白川小学校、城東小学校、古町小学校、春日小学校、城西小学校、画図小学校、健

軍小学校、清水小学校、川尻小学校、御幸小学校、田迎小学校、泉ヶ丘小学校、龍

田小学校、尾ノ上小学校、高平台小学校、楠小学校、麻生田小学校、田迎南小学校、

飽田南小学校 

 

７ 監査の着眼点 

監査を実施するに当たって、主な着眼点を次のとおり設定した。 

① ＡＥＤの設置状況について 

② ＡＥＤの日常点検の実施等について 

③ ＡＥＤの操作方法等の習得について 

④ ＡＥＤ配置場所の表示及び設置施設の情報提供について 

⑤ 指定管理者等に対する市所管課からのＡＥＤ管理等に関する指導について 

⑥ ＡＥＤの計画的、経済的な購入等について 

⑦ 貸出用ＡＥＤの有効活用について 

⑧ ＡＥＤの管理運営の統括について 

 

８ ＡＥＤに関する国の通知 

平成 16年 7月の厚生労働省通知において、救命現場に居合わせた一般市民によるＡＥ

Ｄの使用についてその取扱いが示され、非医療従事者がＡＥＤを用いて除細動を行うこ

とが認められた。 

その後、平成 21年 4月、ＡＥＤの適切な管理等について注意喚起がなされ、平成 25

年 9月には適切な管理等について再周知が行われるとともにＡＥＤの適正配置に関する

ガイドライン（以下「ガイドライン」という。）が示された。ガイドラインでは、ＡＥＤ

の設置が推奨される施設例や施設内での配置方法などが提示され、あわせてＡＥＤ使用

の教育・訓練の重要性についてもふれられている。 
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ＡＥＤに関する国からの主な通知は次のとおりである。 

(1) 平成 16年 7月 1日付け厚生労働省通知 

「非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用について」 

(2) 平成 21年 4月 16日付け厚生労働省通知 

「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について（注意喚起及び

関係団体への周知依頼）」 

(3) 平成 25年 9月 27日付け厚生労働省通知 

「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について（再周知）」 

(4) 平成 25年 9月 27日付け厚生労働省通知 

「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適正配置に関するガイドラインについて（通

知）」 

 

９ 監査の結果 

(1) ＡＥＤの設置状況について 

平成 16年 7月に非医療従事者によるＡＥＤの使用が認められ、本市においても、

平成 16年度以降順次設置が行われ、市の施設等に設置されているＡＥＤは、基準日

現在 345施設に 523台となっている。 

 

ア ＡＥＤの設置状況 

ＡＥＤの所有区分別施設数及び台数は、表 1のとおりである。「市が所有するも

の」が 303施設に 347台（66.3％）、「市以外の者が所有するもの」が 42施設に

176台（33.7％）となっている。 

 

【表 1】ＡＥＤの所有区分別施設数及び台数 

（単位：施設、台） 

ＡＥＤの所有区分 施設数 比 率 ＡＥＤ台数 比 率 

市が所有するもの 303 87.8％ 347 66.3％ 

市以外の者が所有するもの 42 12.2％ 176 33.7％ 

合計 345 100.0％ 523 100.0％ 

 

ＡＥＤを設置する 345施設の管理者区分別設置状況は、表 2のとおりである。

市が直接管理する施設では、「学校」が 150施設（51.7％）で最も多く、指定管理

者制度を導入した施設では、「保健福祉関連施設」が 15施設（28.8％）で最も多

くなっている。 
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【表 2】ＡＥＤ管理者区分別設置状況 

（単位：施設） 

              管理者区分 

施設区分 

市が 
直接管理 

指定管理 その他 合 計 

交通局関連施設 2 0 0 2 

スポーツ関連施設 33 10 0 43 

文化、生涯学習関連施設 15 11 0 26 

観光・イベント等経済観光関連施設 2 7 0 9 

保健福祉関連施設 3 15 0 18 

子育て支援関連施設 21 2 1 24 

医療関連施設 2 0 0 2 

消防関連施設 21 0 0 21 

市庁舎・区役所等 32 0 2 34 

学 校 150 1 0 151 

その他の施設 9 6 0 15 

合 計 290 52 3 345 

注 1)管理者区分の「その他」は、PFI事業者等である。 

注 2)学校の指定管理 1箇所は、経済政策課が所管する職業訓練センターである。 

 

市が所有するＡＥＤの所管部局別台数は、表 3のとおりである。ＡＥＤを最も

多く所管する部署は教育委員会事務局で 162台（46.7％）、次に経済観光局 54台

（15.6％）、健康福祉局 44台（12.7％）等となっている。 

 

【表 3】市所有ＡＥＤの所管部局別台数 

（単位：台） 

所管部局名 ＡＥＤ台数 所管部局名 ＡＥＤ台数 

議会事務局 1 西区役所 7 

会計総室 0 南区役所 10 

政策局 10 北区役所 8 

総務局 0 消防局 22 

財政局 2 交通局 2 

市民局 3 上下水道局 3 

健康福祉局 44 病院局 2 

環境局 4 教育委員会事務局 162 

経済観光局 54 監査事務局 0 
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農水局 1 人事委員会事務局 0 

都市建設局 3 選挙管理委員会事務局 0 

都市政策研究所 0 農業委員会事務局 0 

中央区役所 4 
合  計  347 

東区役所 5 

 

イ ＡＥＤの設置時期 

市の施設におけるＡＥＤの年度別設置状況は、表 4のとおりである。本市のＡ

ＥＤの設置は、合併前の旧植木町が平成 16年度に植木病院に設置したものが最も

早く、旧熊本市としては、平成 17年度に市庁舎正面玄関に設置されたものが最も

早い。その後、平成 19年度から平成 20年度に中学校及び小学校に設置され、ま

た、スポーツ関連施設、観光関連施設などにも設置が進み、平成 24年度の指定都

市への移行に伴い区役所にも設置されたほか、新たに建設された施設にも設置が

行われている。 

 

【表 4】ＡＥＤの年度別設置状況 

（単位：台） 
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年度別の設置状況を施設区分別に集計したものが表 5である。 

 

【表 5】施設区分別、年度別ＡＥＤ設置台数 

（単位：台） 

施設区分 

平
成
16
年
度 

平
成
17
年
度 

平
成
18
年
度 

平
成
19
年
度 

平
成
20
年
度 

平
成
21
年
度 

平
成
22
年
度 

平
成
23
年
度 

平
成
24
年
度 

平
成
25
年
度 

平
成
26
年
度 

平
成
27
年
度 

平
成
28
年
度 

合
計 

1 交通局関連施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 

2 スポーツ関連施設 0 0 10 1 18 6 1 3 0 2 1 1 3 46 

3 文化、生涯学習関
連施設 

0 0 0 6 2 1 3 3 1 4 1 7 0 28 

4 観光・イベント等
経済観光関連施設 

0 0 0 3 0 1 4 2 0 0 0 2 0 12 

5 保健福祉関連施設 0 0 0 0 14 0 1 0 2 0 0 1 0 18 

6 子育て支援関連施設 0 0 0 0 18 1 4 0 0 0 0 3 0 26 

7 医療関連施設 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 2 

8 消防関連施設 0 0 0 0 17 2 0 0 0 2 0 0 1 22 

9 市庁舎・区役所等 0 1 2 18 2 2 1 11 0 2 4 0 0 43 

10 学校 0 0 5 44 225 3 12 2 4 10 2 0 2 309 

10
-1 

市立幼稚園 0 0 1 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 8 

学
校
の
内
訳 

小学校 0 0 0 7 176 3 8 1 0 6 2 0 2 205 

中学校 0 0 2 37 41 0 4 1 1 2 0 0 0 88 

市立高校 0 0 2 0 1 0 0 0 2 1 0 0 0 6 

市立専修学校等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

11 その他の施設 0 0 0 1 3 0 1 2 0 1 0 0 7 15 

合  計 1 1 17 73 299 16 27 23 7 21 9 16 13 523 
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ウ 施設内でのＡＥＤの配置状況 

施設内でのＡＥＤの配置状況について、「学校以外の施設」と「学校」に区分し

て調査した結果は、表 6のとおりである。「学校以外の施設」の 214台のうち、最

も多い配置場所は、出入口の 69台（32.2％）で、次いで通路 67台（31.3％）、事

務室 57台（26.6％）等となっている。一方、「学校」の 309台の配置場所につい

ては、体育館の 92台（29.8％）が最も多く、次いで通路 59台（19.1％）、保健室

54台（17.5％）等となっている。 

 

【表 6】施設内でのＡＥＤの配置状況 

（単位：台） 

施設種別 配置場所 台 数 比 率 

学校以外の施設 

出入口 69 32.2％ 

事務室 57 26.6％ 

通 路 67 31.3％ 

その他 21 9.8％ 

合 計 214 100.0％ 

学  校 

出入口 48 15.5％ 

事務室 5 1.6％ 

通 路 59 19.1％ 

職員室 48 15.5％ 

保健室 54 17.5％ 

体育館 92 29.8％ 

その他 3 1.0％ 

合 計 309 100.0％ 

注）表中の比率で内訳と合計が一致していないのは、小数点第 2位を四捨五入して小数点第 1
位までを表示しているためである。 

 

写真 1 ＡＥＤの配置例 
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(2) ＡＥＤの日常点検の実施等について 

平成 21年 4月の厚生労働省通知「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等

の実施について」において、ＡＥＤの設置者等が行うべき事項等が示されている。 

それによると、ＡＥＤの設置者（ＡＥＤの設置・管理について責任を有する者又

は施設の管理者等。）は、設置したＡＥＤの日常点検を実施する者として「点検担当

者」を配置することとなっている。 

点検担当者の役割は、ＡＥＤ本体が正常に使用可能かどうかをインジケータで毎

日確認して記録すること、また、製造販売業者等から交付される表示ラベルに電極

パッド及びバッテリの交換時期等を記載し、ＡＥＤ本体又は収納ケース等に表示ラ

ベルを取り付け、交換を適切に実施することなどである。 

なお、点検結果の記録の様式については特に定められたものはなく、独自に作成

したものに記録したりカレンダーに印をつけたりするだけでもよいとされている。 

 

ア 点検担当者の配置状況 

点検担当者の配置状況は、表 7のとおりである。「点検担当者（1名）を決めて

いる」が 296台（56.6％）、「点検担当者（2名以上）を決めている」が 75台（14.3％）

で、ＡＥＤの設置台数 523台のうち 371台（70.9％）に点検担当者が配置されて

いる状況となっている。 

 

【表 7】点検担当者の配置状況 

（単位：台） 

点検担当者（1 名）を
決めている 

点検担当者（2名以上）
を決めている 

担当者は決めていない 合  計 

296 75 152 523 

56.6％ 14.3％ 29.1％ 100.0％ 

 

イ 日常点検の実施状況 

日常点検（インジケータの確認）の実施状況は、表 8のとおりである。「毎日点

検をしている」は 115台（22.0％）であり、それ以外の 408台（78.0％）は点検

を毎日行っていない状況となっている。 
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【表 8】日常点検の実施状況 

（単位：台） 

毎日点検をして
いる 

毎日ではないが
定期的（週又は月
単位）に点検をし
ている 

不定期に点検を
している 

点検はしていな
い 

合 計 

115 247 140 21 523 

22.0％ 47.2％ 26.8％ 4.0％ 100.0％ 

 

写真 2 インジケータの一例 

 
 

ウ 点検記録の状況 

点検記録の状況は、表 9 のとおりである。「点検表に記録している」が 219 台

（41.9％）、「点検表ではないが、点検結果を記録している」が 32台（6.1％）、「記

録していない」が 272台（52.0％）であり、半数以上が点検結果の記録を行って

いない状況となっている。 

 

【表 9】点検記録の状況 

（単位：台） 

点検表に記録している 
点検表ではないが、点
検結果を記録している 

記録していない 合 計 

219 32 272 523 

41.9％ 6.1％ 52.0％ 100.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

インジケータ 
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ＡＥＤ日常点検票の参考雛形：地域医療課（現医療政策課）作成 

 

 

エ 表示ラベルの添付状況 

消耗品の交換時期等を記載した表示ラベルの添付状況は、表 10のとおりである。

表示ラベル添付の有無は、「あり」が 517台（98.9％）、「なし」が 6台（1.1％）

となっている。 

 

【表 10】表示ラベルの添付状況 

（単位：台） 

あ り な し 合 計 

517 6 523 

98.9％ 1.1％ 100.0％ 

 

写真 3 表示ラベルの取り付け例 

 

 

 

 

　　　　　年　　　月

日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

①
汚れ、汚染、破
損がない

②
電極パッド
（2セット）

③
小児用電極パッ
ド（1セット）

④
インジケータ
（セルフテスト合
格）

⑤ 点　検　者

⑥ 備　　考

点検頻度：①・②・③は1回/月、④は1回/日

　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ　Ｅ　Ｄ　日　常　点　検　票　　　　　管理責任者名：

表示ラベル 
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(3) ＡＥＤの操作方法等の習得について 

ガイドラインでは、ＡＥＤ設置施設関係者は、ＡＥＤを用いた救命処置を必要と

する現場に遭遇する可能性が高いため、日ごろから施設内のＡＥＤ設置場所を把握

しておくとともに、ＡＥＤの操作方法を含む心肺蘇生の訓練を定期的に受けておく

ことや、突然の心停止が発生した際の傷病者への対応を想定した訓練を行うことが

望まれるとされている。 

 

ア ＡＥＤに関する講習の受講状況 

施設職員のＡＥＤの操作などを含む救命講習の受講状況については、表 11のとお

りである。「講習を受けた職員がいる」が 299施設（86.7％）、「講習を受けた職員が

いない」が 39施設（11.3％）となっている。 

 

【表 11】施設職員のＡＥＤ講習の受講状況 

（単位：施設） 

講習を受けた職員がいる 講習を受けた職員がいない その他 合 計 

299 39 7 345 

86.7％ 11.3％ 2.0％ 100.0％ 

注）「その他」の 7件は、平成 28年熊本地震に伴う仮設住宅の集会所または談話室に設置され
たＡＥＤであり、施設職員が常駐していない。 

 

救命講習の受講の有無について、「施設の管理責任者」、「点検担当者」及び「その

他の者」に区分して調査した結果は、表 12のとおりである。 

なお、実地監査において施設職員の意見を聴いたところ、各施設で実施している

消防訓練や安全衛生委員会などにあわせて救命講習を行っているとの回答を得た一

方、受講はしたことがあるものの受講から 10年近く経っているとの回答もあった。 

 

【表 12】施設の管理責任者等のＡＥＤ講習の受講状況 

（単位：施設） 

施設の管理責任者 点検担当者 その他の者 

あり なし あり なし あり なし 

288 57 297 48 292 53 

83.5％ 16.5％ 86.1％ 13.9％ 84.6％ 15.4％ 
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イ ＡＥＤの使用実績 

平成 23年度から基準日までのＡＥＤの使用実績は、表 13のとおりである。 

 

【表 13】ＡＥＤの使用実績 

使用年度 所管部局 対象施設等 使用対象者 操作者 

平成 23年度 経済観光局 熊本市総合屋内プール 
施設利用者（ランニ
ング教室参加者） 

施設職員 

平成 23年度 経済観光局 熊本市総合屋内プール 
施設利用者（プール
利用者） 

施設職員 

平成 23年度 経済観光局 水前寺競技場 
施設利用者（ランニ
ング教室参加者） 

別の施設利用者 

平成 24年度 市民局 
男女共同参画センターは
あもにい 

施設利用者 別の施設利用者 

平成 25年度 教育委員会 東町中学校 生徒 学校職員 

平成 27年度 経済観光局 田原スポーツ公園 施設利用者 別の施設利用者 

平成 27年度 都市建設局 
水前寺江津湖公園管理事
務所 

来園者 通行人 

平成 28年度 財政局 熊本市役所 来庁者 市職員 

平成 28年度 北区役所 
大和地域コミュニティセ
ンター 

熊本地震の避難者 別の避難者 

平成 28年度 健康福祉局 
こどもセンター（障がい
者福祉相談所） 

近隣道路で倒れて
いた者 

市職員 

平成 28年度 教育委員会 城西小学校 熊本地震の避難者 不明 

平成 28年度 教育委員会 長嶺小学校 熊本地震の避難者 不明 

平成 28年度 教育委員会 田迎西小学校 熊本地震の避難者 不明 

平成 28年度 教育委員会 城南中学校 熊本地震の避難者 不明 

注）操作者欄の「不明」は、熊本地震に伴う避難所で使用され、操作者の特定が出来なかった
ためである。 

 

(4) ＡＥＤ配置場所の表示及び設置施設の情報提供について 

ガイドラインでは、施設内でのＡＥＤの配置は、心停止発生から 5分以内にＡＥ

Ｄの装着ができる体制づくりが望まれている。そのためには、施設内のアクセスし

やすい場所にＡＥＤを配置し、位置を示す掲示あるいは位置案内のサインボードな

どを適切に掲示することなどが求められている。 

また、地方公共団体は、管轄地域のＡＥＤ設置情報を把握し、適正配置に努める

とともに、地域のＡＥＤの情報を積極的に一般財団法人日本救急医療財団や自治体
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が運営するＡＥＤマップに登録し、住民に情報提供することが望ましいとされてい

る。 

 

ア 配置場所の表示 

施設でのＡＥＤの配置場所の表示について、「施設外への表示」、「施設内の表示」、

「施設内にＡＥＤまでの案内表示」に区分して調査した結果は、表 14のとおりで

ある。 

 

【表 14】配置場所の表示 

（単位：施設） 

施設外への表示の有無 施設内の表示の有無 
施設内にＡＥＤまでの案内
表示の有無 

あり なし あり なし あり なし 

238 107 278 67 88 257 

69.0％ 31.0％ 80.6％ 19.4％ 25.5％ 74.5％ 

 

写真 4 施設外への表示例 写真 5 施設内の表示例 1 

  

写真 6 施設内の表示例 2 写真 7 施設案内図への表示例 
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イ 設置施設の情報提供 

各施設のＡＥＤについて、一般財団法人日本救急医療財団のＡＥＤマップへの

登録状況は、表 15のとおりである。 

 

【表 15】日本救急医療財団ＡＥＤマップへの登録状況 

（単位：施設） 

あ り な し 合 計 

125 220 345 

36.2％ 63.8％ 100.0％ 

 

(5) 指定管理者等への周知について 

ＡＥＤの管理等に関する国などからの通知について、市所管課から指定管理者等

への周知の状況は、表 16のとおりである。指定管理者等が管理を行っている 55施

設のうち、「あり」が 31施設（56.4％）、「なし」が 24施設（43.6％）となっている。 

 

【表 16】指定管理者等へのＡＥＤの管理に関する周知の有無 

（単位：施設） 

あ り な し 合 計 

31 24 55 

56.4％ 43.6％ 100.0％ 

 

(6) ＡＥＤの計画的、経済的な購入等について 

 

ア ＡＥＤの取得方法 

ＡＥＤの取得方法は、表 17のとおりである。「購入」が 337台（64.4％）、「貸

与」が 139台（26.6％）、「その他」が 37台（7.1％）等となっており、「購入」が

最も多い。なお、「貸与」は、小・中学校に一般財団法人熊本県ＰＴＡ教育振興財

団から 1台ずつ貸与されているものである。 

 

【表 17】ＡＥＤの取得方法 

（単位：台） 

購入 リース 寄贈 貸与 その他 合計 

337 3 7 139 37 523 

64.4％ 0.6％ 1.3％ 26.6％ 7.1％ 100.0％ 

注）「その他」の主なものは、小・中学校の各学校ＰＴＡや指定管理者等が導入したものである。 
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イ 本体機器の更新 

本体機器の耐用期間は 7年のものが多いが、機種によって年数に違いがある。

今回の監査において、本体機器の耐用期間が過ぎているが更新の手続きがとられ

ていないものも見受けられた。耐用期間とは、薬事法上の用語であり、耐久性の

ある医療機器が適正な使用環境及び維持管理下において、適切な取扱いで使用さ

れた場合、その機器の性能を維持し、使用することができる標準的な使用期限の

ことである。 

本体機器の更新状況は、表 18のとおりである。本体機器の更新状況をみると、

「更新済」が 396台（75.7％）、「未更新」が 23台（4.4％）、「更新時期未到来」

が 104台（19.9％）となっている。 

 

【表 18】本体機器の更新状況 

（単位：台） 

更新済 未更新 更新時期未到来 合 計 

396 23 104 523 

75.7％ 4.4％ 19.9％ 100.0％ 

 

(7) 貸出用ＡＥＤの利用状況について 

平成 24年 7月から熊本市医療政策課ＡＥＤ貸出要綱に基づき、医療政策課が所有

するＡＥＤを本市の各課又は本市が組織する各組織等がイベントや催しものを開催

する場合に貸出を行っている。 

また、平成 27年 4月からは熊本市自動体外式除細動器（ＡＥＤ）貸出要綱に基づ

き、市民が参加又は主催するスポーツ競技、イベント、講習会等の各種行事等（営

利を目的としないものに限る。）に対しても、主催する団体に貸出を行っている。年

度別の貸出件数は、表 19のとおりである。 

 

【表 19】貸出用ＡＥＤの年度別貸出状況 

（単位：件） 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

13 15 23 30 

 

(8) ＡＥＤの管理運営の統括について 

ＡＥＤに関する国からの通知などについて、以前は、医療政策課を通じて各課へ

周知が行われていたが、本市の事務分掌にはＡＥＤの管理運営に関する規定がなく、

ＡＥＤを統括する部署が明確になっていないため、現在は周知が行われていない状

況である。 
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１０ 意見 

監査の結果、おおむね適正に処理されているものと認められたが、改善を要する事項

について意見を述べる。 

 

(1) ＡＥＤの設置状況について 

市の施設に設置されているＡＥＤは 345施設に 523台であり、不特定多数の人が

利用する施設には概ね設置されていた。しかしながら、ＡＥＤの設置について市と

しての統一的な設置基準が策定されていないことから、所管部局や施設管理者の判

断によりＡＥＤを設置されているのが現状であり、同じような施設でも設置台数に

ばらつきが見られた。 

このようなことから、今回の監査結果やガイドラインを踏まえ、ＡＥＤの適正な

設置基準を作成するとともに、現在の設置台数が妥当であるかの検証を行い、効率

的かつ効果的な設置となるよう努められたい。 

 

(2) ＡＥＤの日常点検の実施等について 

今回の監査において、152台（29.1％）のＡＥＤについて点検担当者が配置され

ておらず、日常点検についても、408台（78.0％）が点検を毎日行っていない状況

であり、点検結果の記録が行われていないＡＥＤも 272台（52.0％）見受けられた。 

また、実地監査では、消耗品の使用期限が切れているものや、電池切れのため収

納ボックスのアラーム音が鳴らないものも見受けられた。 

本市においては、平成 19年度に当時の地域医療課から「自動体外式除細動器（Ａ

ＥＤ）の日常管理について（依頼）」が通知されており、日常点検のチェック表が参

考として示されている。 

ＡＥＤが実際に使用されるのは非常に稀なことであるが、いつ使用するかわから

ないものであるからこそ日ごろの管理が重要である。ＡＥＤが使用される際に、そ

の管理不備により性能を発揮できないなどの重大な事象を防止するためにも地域医

療課が示したチェック表を活用するなど日常点検の実施を徹底されたい。 

 

(3) ＡＥＤの操作方法等の習得について 

職員のＡＥＤの操作方法の習得については、平成 19年度の市職員を対象にした普

通救命講習会をはじめ、施設の消防訓練の際に行われる講習、教育委員会が教職員

を対象に行う心肺蘇生法実技講習会などさまざまな講習が行われていることから、

講習を受けた職員がいる施設は、299 施設（86.7％）であった。一方では、講習を

受けた職員がいない施設も 39施設（11.3％）も見受けられた。 

市の施設において、ＡＥＤの使用時に操作を期待されるのはその施設の職員であ

り、いつ何時、救命の現場に居合わせるかわからないため、ＡＥＤ設置施設の職員
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は、ＡＥＤの使用に関する講習を受講しておくことが必要である。 

また、講習を受講した職員の中には受講から相当の期間が経過している職員も見

受けられ、国も 2年を目安に再受講することが望ましいとしていることから、ＡＥ

Ｄ管理者や施設管理者は、施設職員に対して定期的に受講する機会を設けるよう努

められたい。 

 

(4) ＡＥＤの配置場所の表示及び設置施設の情報提供について 

ＡＥＤの配置場所の表示については、実地監査の際、表示がない施設や表示場所

が目立たない箇所に示されている施設なども見受けられた。 

ＡＥＤは緊急時に使用される機器であることから、その配置場所は誰もが容易に

わかるようにしておくべきである。表示方法の再確認を行い、わかりやすい表示の

徹底を図られたい。 

また、ＡＥＤが必要な時に迅速に使用できるようにするためには、ＡＥＤがどこ

の施設に設置してあるかの情報が重要である。このことから、一般財団法人日本救

急医療財団は、ホームページ上で全国のＡＥＤ設置施設の情報提供を行っており、

国も積極的に登録を行うよう通知を行っている。これにより、地域の住民なども自

身の地域に存在するＡＥＤの設置施設を把握することができるのである。 

本市のＡＥＤについては、半数以上が同財団のホームページに登録されていない

状況であることから、登録する意義を十分理解し、積極的に登録するよう努められ

たい。 

 

(5) ＡＥＤの計画的、経済的な購入等について 

ＡＥＤの本体機器は、耐用期間を過ぎたらすぐに使用できなくなるものではない

が、ＡＥＤは高度医療機器であり、緊急時に使用できないリスクを勘案すると期間

の遵守は必要である。 

また、ＡＥＤ本体機器の調達方法については、平成 26年度からは医療政策課が取

りまとめを行い、入札による一括購入をしており、各課が独自に購入していた時と

比べて安価に取得できるようになった。 

今後も、多くのＡＥＤが更新時期を迎えることから、更新漏れがないよう計画的

な更新が望まれる。 

 

(6) ＡＥＤの管理運営の統括について 

監査の結果、管理運営を統括する部署が不明確であることから、ＡＥＤの管理面

の不備など課題が一部残る状況であった。今後は、国の通知やガイドラインに基づ

きＡＥＤのより適正な維持管理や配置を行っていけるよう、各課に対する指導的な

立場で管理運営を行う統括的な所管課の設定についても検討されたい。 

- 17 -



 

 

１１ まとめ 

 

現在、駅や空港、学校、公共施設、商業施設など多くの施設にＡＥＤが設置されてい

るなか、総務省消防庁の「平成 28年版 救急・救助の現況」によると、平成 27年中の

一般市民が目撃した心原性心肺機能停止傷病者のうち、一般市民が除細動を実施した件

数は 1,103件で、平成 18年と比較すると 7.7倍となっている。 

わが国では、119 番通報をしてから救急車が現場に到着するまでにかかる時間は全国

平均で 8.6 分（平成 27 年）となっているが、救急隊が傷病者に接触するまでにはさら

に数分を要することもある。ガイドラインによれば、除細動が 1分遅れると社会復帰率

が 9％減少することが示されており、また、心臓と呼吸の停止から時間の経過とともに

救命の可能性は当然低下することとなる。このことから、救急隊を待つ間に居合わせた

市民が一次救命処置を行うことが重要となってくる。 

本市においても、平成 23年度以降のＡＥＤ使用実績は 14件あり、その使用場所は体

育施設に限らず、平成 28年熊本地震の際も避難所において使用された実績もある。これ

まで、ＡＥＤの普及は設置台数を増やすことに重点が置かれてきたが、ＡＥＤの設置を

進めるだけでは、必ずしも十分な救命率の向上は望めず、設置されたＡＥＤが適切に維

持管理され、いつでも使用できるようにしておくことが必要である。 

2019年には、本市においてラグビーワールドカップや女子ハンドボール世界選手権大

会が開催される予定であり、世界各国から多くの観光客が本市を訪れることが予想され

ている。こうした機会に備えることも含め、市の施設におけるＡＥＤの配置・管理状況

を再度見直し、救急医療（病院前救護）の充実強化に資するよう望むものである。 
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《巻末資料》 
 

【資料 1】 

 平成 16年 7月 1日付け「非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用につ

いて」 

 

【資料 2】 

 平成 21年 4月 16日付け「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施につい

て（注意喚起及び関係団体への周知依頼）」 

 

【資料 3】 

 平成 25年 9月 27日付け「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施につい

て（再周知）」 

 

【資料 4】 

 平成 25年 9月 27日付け「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適正配置に関するガイドラ

インについて（通知）」 
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医政発第 0701001 号 

平成 16 年 7 月 1 日 

 

各都道府県知事 殿 

 

厚生労働省医政局長 

 

 

非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用について 

 

 

救急医療、特に病院前救護の充実強化のための医師並びに看護師及び救急救

命士（以下「有資格者」という。）以外の者による自動体外式除細動器（Automated 

External Defibrillators。以下「ＡＥＤ」という。）の使用に関しては、平成

15 年 11 月から、「非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用の

あり方検討会」を開催し、救急蘇生の観点からみた非医療従事者によるＡＥＤ

の使用条件のあり方等について検討してきたところ、このほど別添のとおり報

告書（以下「報告書」という。）が取りまとめられた。 

非医療従事者によるＡＥＤの使用については、報告書を踏まえ取扱うもので

あるので、貴職におかれてはその内容について了知いただくとともに、当面、

下記の点に留意いただき、管内の市町村（特別区を含む。）、関係機関、関係団

体に周知するとともに、特にＡＥＤの使用に関し、職域や教育現場で実施され

る講習も含め、多様な実施主体により対象者の特性を踏まえた講習が実施され

る等により、ＡＥＤの使用に関する理解が国民各層に幅広く行き渡るよう取り

組みいただくほか、非医療従事者がＡＥＤを使用した場合の効果について、救

急搬送に係る事後検証の仕組みの中で的確に把握し、検証するよう努めていた

だくようお願いする。 

 

記 

 

１ ＡＥＤを用いた除細動の医行為該当性 

 心室細動及び無脈性心室頻拍による心停止者（以下「心停止者」という。）

に対するＡＥＤの使用については、医行為に該当するものであり、医師でない

者が反復継続する意思をもって行えば、基本的には医師法（昭和 23 年法律第

201 号）第 17 条違反となるものであること。 
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２ 非医療従事者によるＡＥＤの使用について 

 救命の現場に居合わせた一般市民（報告書第３の３の（４）「講習対象者の

活動領域等に応じた講習内容の創意工夫」にいう「業務の内容や活動領域の性

格から一定の頻度で心停止者に対し応急の対応をすることが期待・想定されて

いる者」に該当しない者をいうものとする。以下同じ。）がＡＥＤを用いるこ

とには、一般的に反復継続性が認められず、同条違反にはならないものと考え

られること。 

 一方、業務の内容や活動領域の性格から一定の頻度で心停止者に対し応急の

対応をすることが期待、想定されている者については、平成 15 年 9 月 12 日構

造改革特区推進本部の決定として示された、非医療従事者がＡＥＤを用いても

医師法違反とならないものとされるための４つの条件、すなわち、 

① 医師等を探す努力をしても見つからない等、医師等による速やかな対応

を得ることが困難であること 
② 使用者が、対象者の意識、呼吸がないことを確認していること 
③ 使用者が、ＡＥＤ使用に必要な講習を受けていること 
④ 使用されるＡＥＤが医療用具として薬事法上の承認を得ていること 
については、報告書第２に示す考え方に沿って、報告書第３の通り具体化され

たものであり、これによるものとすること。 

  

３ 一般市民を対象とした講習 

 ＡＥＤの使用に関する講習については、救命の現場に居合わせてＡＥＤを使

用する一般市民が心停止者の安全を確保した上で積極的に救命に取り組むた

め、その受講が勧奨されるものであること。 

講習の内容及び時間数については、報告書別紙の内容によることが適当であ

ること。 

なお、講習の実施に当たっては、受講する者に過度の負担を生じさせること

なく、より多くの国民にＡＥＤの使用を普及させる観点から、講師の人選、生

徒数、実習に用いるＡＥＤの数等を工夫の上、講義と実習を組み合わせること

により、概ね３時間程度で、必要な内容について、効果的な知識・技能の修得

に努めること。 

 講師については、報告書第３の３の（２）の公的な団体において、関係学会

の協力を得て作成するものとされている非医療従事者を対象とした指導教育

プログラムの普及が図られるまでの間は、関連する基本的心肺蘇生措置及びＡ

ＥＤの使用に関し十分な知識・経験を有する有資格者とするものであり、関係

団体等に協力を要請し、その確保に努めること。 
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４ 効果の検証 

 非医療従事者がＡＥＤを使用した場合の効果について、救急搬送に係る事後

検証の仕組みの中で、的確に把握し、検証するよう努めるものとし、その際、

「メディカルコントロール体制の充実強化について（平成 15 年 3 月 26 日付消

防庁救急救助課長、厚生労働省医政局指導課長通知）」により、庁内関係部局

間の連携を密に、事後検証体制の確立に引き続き努めること。 

 

５ その他 

（１） 報告書の内容を踏まえ、指導教育プログラムが取りまとめられた際等

には、必要に応じて追って通知するものであること。 

 

（２） 関係省庁、関係団体、学会に対しては、当職より別途通知しているも

のであること。 

 

（３） 非医療従事者によるＡＥＤの使用条件については、事後検証の結果等

に基づき、講習のあり方等について適宜、見直すものであること。 
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医政発第0416001号

薬食発第0416001号

平成２１年４月１６日

各都道府県知事 殿

厚生労働省医政局長

厚生労働省医薬食品局長

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について

（注意喚起及び関係団体への周知依頼）

自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という ）については、平成１６年７月１日付け。

医政発第0701001号厚生労働省医政局長通知「非医療従事者による自動体外式除細動器

（ＡＥＤ）の使用について」において、救命の現場に居合わせた市民による使用について

その取扱いを示したところですが、これを機に医療機関内のみならず学校、駅、公共施設、

商業施設等を中心に、国内において急速に普及しております。

一方で、ＡＥＤは、薬事法（昭和３５年法律第１４５号）に規定する高度管理医療機器

及び特定保守管理医療機器に指定されており、適切な管理が行われなければ、人の生命及

び健康に重大な影響を与えるおそれがある医療機器です。

これらを踏まえ、救命救急においてＡＥＤが使用される際に、その管理不備により性能

を発揮できないなどの重大な事象を防止するためには、これまで以上にＡＥＤの適切な管

理等を徹底することが重要であることから、貴職におかれては、下記の事項について、御

協力いただくようお願いします。

なお、別添１のとおり、ＡＥＤの各製造販売業者に対して、ＡＥＤの設置者等が円滑に

本対策を実施するために必要な資材の提供や関連する情報の提供等を指示するとともに、

別添２のとおり、各省庁等に対して、各省庁等が設置・管理するＡＥＤの適切な管理等の

実施と各省庁等が所管する関係団体への周知を依頼したことを申し添えます。
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記

１．ＡＥＤの適切な管理等について、ＡＥＤの設置者等が行うべき事項等を別紙のとおり

整理したので、その内容について御了知いただくとともに、各都道府県の庁舎（出先機

関を含む 、都道府県立の学校、医療機関、交通機関等において各都道府県が設置・管。）

理しているＡＥＤの適切な管理等を徹底すること。

２．貴管下の各市町村（特別区を含む。以下同じ ）に対して、各市町村の庁舎（出先機。

関を含む ）及び市町村立の学校、医療機関、交通機関等において各市町村が設置・管。

理しているＡＥＤの適切な管理等が徹底されるよう本通知の内容について周知すること。

３．貴管下の学校、医療機関、交通機関、商業施設等の関係団体に対して、民間の学校、

医療機関、交通機関、商業施設等において当該関係団体及びその会員が設置・管理して

いるＡＥＤの適切な管理等が徹底されるよう本通知の内容について周知すること。

４．各市町村及び関係団体との協力・連携の下、ＡＥＤの更なる普及のための啓発を行う

際には、ＡＥＤの適切な管理等の重要性についても幅広く周知すること。

５．各都道府県、各市町村、関係団体等が実施するＡＥＤの使用に関する講習会において、

ＡＥＤの適切な管理等の重要性についても伝えること。

(照会先）

医薬食品局安全対策課安全使用推進室

電 話：03-5253-1111（内線2751,2758）

夜間直通：03-3595-2435
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別 紙

ＡＥＤの設置者等が行うべき事項等について

１．点検担当者の配置について

ＡＥＤの設置者（ＡＥＤの設置・管理について責任を有する者。施設の管理者等 ）。

は、設置したＡＥＤの日常点検等を実施する者として「点検担当者」を配置し、日常点

検等を実施させて下さい。

なお、設置施設の規模や設置台数等から、設置者自らが日常点検等が可能な場合には、

設置者が点検担当者として日常点検等を実施しても差し支えありません。点検担当者は

複数の者による当番制とすることで差し支えありません。

また、特段の資格を必要とはしませんが、ＡＥＤの使用に関する講習を受講した者で

あることが望ましいです。

２. 点検担当者の役割等について

ＡＥＤの点検担当者は、ＡＥＤの日常点検等として以下の事項を実施して下さい。

１）日常点検の実施

ＡＥＤ本体のインジケータのランプの色や表示により、ＡＥＤが正常に使用可能な

状態を示していることを日常的に確認し、記録して下さい。

なお、この際にインジケータが異常を示していた場合には、取扱説明書に従い対処

を行い、必要に応じて、速やかに製造販売業者、販売業者又は賃貸業者（以下「製造

販売業者等」という ）に連絡して、点検を依頼して下さい。。

２）表示ラベルによる消耗品の管理

製造販売業者等から交付される表示ラベルに電極パッド及びバッテリの交換時期等

を記載し、記載内容を外部から容易に確認できるようにＡＥＤ本体又は収納ケース等

に表示ラベルを取り付け、この記載を基に電極パッドやバッテリの交換時期を日頃か

ら把握し、交換を適切に実施して下さい。

なお、今後新規に購入するＡＥＤについては、販売時に製造販売業者等が必要事項

を記載した表示ラベルを取り付けることとしています。

３）消耗品交換時の対応

電極パッドやバッテリの交換を実施する際には、新たな電極パッド等に添付された

新しい表示ラベルやシール等を使用し、次回の交換時期等を記載した上で、ＡＥＤに

取り付けて下さい。

３．ＡＥＤの保守契約による管理等の委託について

ＡＥＤの購入者又は設置者は、ＡＥＤの販売業者や修理業者等と保守契約を結び、設

置されたＡＥＤの管理等を委託して差し支えありません。
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４．ＡＥＤの設置情報登録について

ＡＥＤの設置情報登録については、平成１９年３月３０日付け医政発第0330007号厚

生労働省医政局指導課長通知「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の設置者登録に係る取り

まとめの協力依頼について」において、ＡＥＤの設置場所に関する情報を製造販売業者

等を通じて財団法人日本救急医療財団に登録いただくよう依頼しているところです。

同財団では、ＡＥＤの設置場所について公表を同意いただいた場合には、ＡＥＤの設

置場所をホームページ上で公開することで、地域の住民や救急医療に関わる機関があら

かじめ地域に存在するＡＥＤの設置場所について把握し、必要な時にＡＥＤが迅速に使

用できるよう、取り組んでおります。

また、ＡＥＤに重大な不具合が発見され、回収等がなされる場合に、設置者等が製造

販売業者から迅速・確実に情報が得られるようにするためにも、設置場所を登録してい

ない、又は変更した場合には、製造販売業者等を通じて同財団への登録を積極的に実施

するようお願いします。

なお、ＡＥＤを家庭や事業所内に設置している場合等では、ＡＥＤの設置場所に関す

る情報を非公開とすることも可能です。

（参考）ＡＥＤ設置場所検索（財団法人日本救急医療財団ホームページ）ＵＲＬ

http://www.qqzaidan.jp/AED/aed.htm
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医 政 発 0 9 2 7 第 ６ 号 

薬 食 発 0 9 2 7 第 １ 号 

平 成 25 年 ９ 月 27 日 

 

 

各都道府県知事 殿 

 

 

                     厚生労働省医政局長 

 

 

                     厚生労働省医薬食品局長 

 

 

 

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について（再周知） 

 

 

 自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という。）については、救命救急で使用

される際に、管理の不備により性能を発揮できないなどの重大な事態の発生を防

止するため、「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について」（平

成 21年４月 16日付け医政発第 0416001号、薬食発第 0416001号厚生労働省医政

局長・医薬食品局長通知。以下「21年通知」という。）により、適切な管理方法

を周知し、協力をお願いしています。 

今般、ＡＥＤの製造販売業者にアンケート調査を行った結果、適切な維持管理

が行われていない原因として、点検担当者の変更や時間の経過による維持管理へ

の意識の低下などが挙げられています（別紙）。また、「ＡＥＤの設置拡大、適

切な管理等について（あっせん）」（平成25年３月26日付け総評相第64号）で、

21年通知の発出以降も、一部のＡＥＤの維持管理が適切に行われていない実態が

指摘されています。 

このため、ＡＥＤの管理者が消耗品の適切な交換など維持管理の方法を十分に

理解し、日頃から意識するよう、貴管下の各関係団体等に対し、21年通知の再度

の周知徹底をお願いいたします。その際、ＡＥＤが民間企業や集合住宅等にまで

広く普及している現状を踏まえ、一般広報等の活用も検討をお願いいたします。 

また、ＡＥＤの製造販売業者や販売業者・賃貸業者が提供する日常点検の受託

業務や維持管理の補助の各種サービスを活用することも有効と考えられるので、

必要に応じて活用することも検討をお願いいたします。 

なお、本通知の写しを、関係省庁等に対し通知したことを申し添えます。 
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（別紙） 

 

ＡＥＤの維持管理に関する製造販売業者に対するアンケート調査結果（概要） 

 

１．アンケート調査の趣旨 

  設置されたＡＥＤの維持管理は、購入者又は設置者が行っているが、日頃か

ら消耗品の交換など適切な維持管理が行われているかどうか、製造販売業者に

アンケート調査を行い、適切な維持管理の普及啓発に役立てることとしたもの。 

 

２．調査方法 

・国内でＡＥＤを製造販売する製造販売業者（全６社）を対象とした。 

・平成 25年６月末にアンケートを配付し、８月に集計を行った。 

・ＡＥＤの提供、設置の形態としては販売、リース、レンタルがある（その割

合は各社で非公表）。 

 

３．調査結果 

 

① 消耗品の交換・提供は、どのように行われているか。 

・概ね使用期限が切れる前に、製造販売業者から購入者又は設置者に電話、電

子メール、ハガキ等で連絡している（製造販売業者から販売店に連絡し、販

売店で対応するケースもある）。 

・消耗品等の商品は、販売業者等が訪問して交換する場合と、商品を発送して

点検担当者等が自ら交換する場合がある。 

 

② ＡＥＤの管理者である購入者又は設置者自らが維持管理を行っている場合、

維持管理は適切に行われているか。 

・製造販売業者等が日常点検の実施状況を網羅的に確認することは困難である。 

・消耗品の交換については、リース・レンタル（消耗品込みでの契約）では定

期的な商品の発送があるため、交換の実施率が高いとの意見もある（２社）。 

 

③ 設置されたＡＥＤの維持管理が適切に行われていない原因として、どのよう

な理由が考えられるか。 

・購入者又は設置者において、維持管理の必要性や重要性についての認識が不

足している。 

・点検担当者が変更になった場合や、設置してから時間が経過することにより、

維持管理への意識が低下している。 

※ 維持管理が適切に行われていないと感じられる施設の種類に傾向がある

かどうかを各社に質問したが、施設による違いはないとする社がある一方で、

行政・公共施設、一般の会社、共同住宅を挙げる社もあり、各社により認識

が異なった。 
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④ 製造販売業者（又は販売・賃貸業者）として、ＡＥＤの購入者又は設置者に

維持管理を適切に行っていただくために実施している取組はあるか。 

・販売時に説明や教育を実施する、商品に説明資材を同梱する、訪問時に説明

を行う等を各社で実施している。 

・各社独自の取組事例として、以下のようなものがある。 

・ＡＥＤに自己診断を行った情報を発信する機能を付け、この自己診断の

結果を製造販売業者が受信・管理し、維持管理に必要な情報をメール等

で購入者又は設置者に提供する。 

・購入者又は設置者は、web上に設けられた専用ページに消耗品の有効期

限等を登録することができ、メール等で消耗品の交換時期のお知らせや

関連情報の提供を受けることができる。 

 

⑤ 保守契約による管理の受託はどの程度行われているか。 

・設置台数の約半数で保守契約を結んでいる１社を除き、他社ではほとんど保

守契約は結ばれておらず、購入者又は設置者が自ら管理を行っている。 
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医政発０９２７第８号  
平成２５年９月２７日  

 
 
各都道府県知事 殿 

 
 

厚生労働省医政局長  
                         （ 公印省略 ） 

 
 
自動体外式除細動器（AED）の適正配置に関するガイドラインについて（通知） 
 
自動体外式除細動器（以下「AED」という。）については、「非医療従事者に

よる自動体外式除細動器（AED）の使用について」（平成１６年７月１日付医政

発第０７０１００１号厚生労働省医政局長通知）により非医療従事者である一

般市民にも使用が認められて以降、学校、駅、公共施設、商業施設等を中心に

急速に普及してきました。 
AED のさらなる普及拡大に当たり、単に設置数を増やすだけでなく、効果的

かつ効率的な設置に向けた指針を求める声があったことから、今般、一般財団

法人日本救急医療財団「非医療従事者による AED 使用のあり方特別委員会」に

おいて検討がなされ、別添のとおり「AED の適正配置に関するガイドライン」

が取りまとめられました。 
貴職におかれては、このガイドラインを参考にし、AED の効果的かつ効率的

な設置拡大を進めていただくようお願いいたします。 
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AEDの適正配置に関するガイドライン 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
平成 25年 9月 9日 

 
 
 
 

一般財団法人日本救急医療財団 

 

 

 

 

AED の適正配置に関するガイドライン

に関連し、開示すべきＣＯＩ関係にあ

る企業等はありません。 
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